
 

○福島県地域医療復興事業補助金交付要綱 新旧対照表 

新 旧 

福島県地域医療復興事業補助金交付要綱（案） 

 

 

第１条～第４条 （略） 

 

 （補助金の交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項第１号の別に定める軽微な変更は、別表に掲げる事業の

補助対象経費区分毎に、事業目的、事業主体及び補助金額の増額のいずれの変更

も伴わないもので、かつ補助対象経費の２割以内の増減              

       とする。                          

                                  

 

第６条～第１６条 （略） 

 

附 則 

〔平成24年４月１日施行～令和６年５月28日改正施行分まで省略〕 

 

  附 則 

 この要綱は、令和６年９月27日から施行し、改正後の要綱の規定は、令和6年

度分の補助金から適用する。 

 

 

別表１ 

事業名 事業者等名 補助対象経費 補助率 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

福島県地域医療復興事業補助金交付要綱 

 

 

第１条～第４条 （略） 

 

 （補助金の交付の条件） 

第５条 規則第６条第１項第１号の別に定める軽微な変更は、          

                                     

                       各事業の進捗率又は事業費

の２割以内の変更とする。ただし、当該事業が国等の補助事業等であるときは、

その軽微な変更は当該補助事業等に係る補助要綱等の定めるところによる。 

 

第６条～第１６条 （略） 

 

附 則 

 〔平成24年４月１日施行～令和６年５月28日改正施行分まで省略〕 

 

      

                                    

             

 

 

別表１ 

事業名 事業者等名 補助対象経費 補助率 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 



（削除） （削除） （削除） 

 

 

 

 

（削除） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

※１（略） 

 

別表２ 

事業名 事業者等名 補助対象経費 補助基準額 補助率 

警戒区域等
医療施設再
開支援事業 

Ⅰ～Ⅲ 
（略） 

（略） 
 

（略） （略） 

Ⅳ 高齢者等
への医療を提
供するために
送迎等を行う
医療機関等 
 
 

バスの送迎等、高齢者等へ
の医療を提供するために要
する下記の経費 
 送迎に必要な人件費、報
償費、旅費、備品購入費、
需用費（消耗品費、燃料
費、光熱水費等）、役務費
（通信運搬費等）、委託料、
使用料及び賃借料等 

 
車両2,829千
円 
その他経費 
 別に定め
る額 

 
1/2以内 

Ⅴ（略） （略） （略） （略） 

浜通り医療
提供体制強
化事業 

浜通り地方の
病院及び医科
診療所（介護
保険法第8条
第29条に基
づく介護医療
院を除く） 
（※8） 

1 東日本大震災（※7）に
より、離職した又は求職し
た医師及び看護師等の医療
従事者を継続して雇用する
場合の人件費 
 
 
 
 
 
 

1について 
別に定め

る額 
 
 
 
 
 
 
 
 

1について 
 1/2以内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

寄附講座設

置支援事業 

単独の市町村又

は、複数の市町

村で構成される

一部事務組合等 

地域医療の研究と地域の医療機関の支援

を目的に県外の大学に寄附講座を設置し、

県内の公的又は中核的医療機関に対し、常

勤又は非常勤医師を派遣するために必要

な寄附金等 

10/10以内 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

※１（略） 

 

別表２ 

事業名 事業者等名 補助対象経費 補助基準額 補助率 

警戒区域等
医療施設再
開支援事業 

Ⅰ～Ⅲ 
（略） 

（略） 
 

（略） （略） 

Ⅳ 高齢者等
への医療を提
供するために
送迎等を行う
医療機関等 
 
 

バスの送迎等、高齢者等へ
の医療を提供するために要
する下記の経費 
 送迎に必要な人件費、報
償費、旅費、備品購入費、
需用費（消耗品費、燃料
費、光熱水費等）、役務費
（通信運搬費等）、委託料、
使用料及び賃借料等 

 
車両2,829千
円 
その他経費
3,033千円 

   

 
1/2以内 

Ⅴ（略） （略） （略） （略） 

浜通り医療
提供体制強
化事業 

浜通り地方の
病院及び医科
診療所（介護
保険法第8条
第29条に基
づく介護医療
院を除く） 
（※8） 

1 東日本大震災（※7）に
より、離職した又は求職し
た医師及び看護師等の医療
従事者を継続して雇用する
場合の人件費並びに平成23
年3月11日以降に県外の医
療機関から県内の医療機関
に転入等した医療従事者の
人件費 
 
 

1について 
別に定め

る額 
 
 
 
 
 
 
 
 

1について 
 2/3以内 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



2 平成23年3月11日以降
に県外の医療機関から県内
の医療機関に転入等した医
療従事者の人件費 
 
3 県外から医療支援を受け
る場合に、当該病院等が当
該医療従事者へ支払う報償
費、旅費等 

2について 
 別に定め
る額 
 
 
3について 
 別に定め
る額 

2について 
 2/3以内 
 
 
 
3について 
 1/2以内 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

寄附講座設

置支援事業 

単独の市町村

又は複数の市

町村で構成さ

れる一部事務

組合等 

地域医療の研究と地域の医

療機関の支援を目的に県外

の大学に寄附講座を設置し、

県内の公的又は中核的医療

機関に対し、常勤又は非常勤

医師を派遣するために必要

な寄附金等 

30,000,000円 10/10以内 

※１～８（略） 
 
 
別表３・別表４ （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                           
                           
              
         
 
2 県外から医療支援を受け
る場合に、当該病院等が当
該医療従事者へ支払う報償
費、旅費等 

        
      
   
  
 
2について 
 別に定め
る額 

      
      
 
 
 
2について 
 1/2以内 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 

（新設） （新設） （新設） （新設） 

※１～８（略） 
 
 
別表３・別表４（略） 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
第１号様式 （略） 
 
 
第２号様式 

 
 
第３号様式～第７号様式 （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
第１号様式 （略） 
 
 
第２号様式 

 
 
第３号様式～第７号様式 （略） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２号様式（第３条関係）

補助事業者名

医療機関名

（単位：円）

寄附金 差 引 額 対象経費 補 助 金

総事業費 その他の の 支 出 基 準 額 選 定 額 補助基本額 所 要 額

収入額 （Ａ－Ｂ） 予 定 額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

（注）１　区分欄には要綱別表の事業名を記入すること。

　　　２　Ｆ欄には、Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。（警戒区域等医療施設再開支援事業、浜通り医療

　　　　提供体制強化事業、浜通り看護職員確保支援事業、救急医療従事者資質向上支援事業を除く。）

　　　３　Ｇ欄には、Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。（警戒区域等医療施設再開支援事業は、要領様式
第１号Ｉ欄の数字を記入すること）

　　　４　Ｈ欄には、Ｇ欄に記載された額に補助率を乗じて得た額を記入すること。

　　　　　ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

所要額調書

事業着手予定年月日

事業完了予定年月日

年　　月　　日

年　　月　　日

合　計

区分

第２号様式（第３条関係）

補助事業者名

医療機関名

（単位：円）

寄附金 差 引 額 対象経費 補 助 金

総事業費 その他の の 支 出 基 準 額 選 定 額 補助基本額 所 要 額

収入額 （Ａ－Ｂ） 予 定 額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ

（注）１　区分欄には要綱別表の事業名を記入すること。

　　　２　Ｅ欄には、第３号様式 １　支出「基準額Ｂ」の「合計（①＋②）」額を記入すること。

　　　３　Ｆ欄には、第３号様式 １　支出「選定額Ｃ」の「合計（①＋②）」額を記入すること。

　　　４　Ｇ欄には、Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。（警戒区域等医療施設再開支援事業は、要領様式
第１号Ｉ欄の数字を記入すること）

　　　５　Ｈ欄には、Ｇ欄に記載された額に補助率を乗じて得た額を記入すること。

　　　　　ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

　　　６　補助対象経費を重複して他の補助金等を受給している場合は、Ｈ欄には、（注）５で算出した額から他の補助金額を差し引いた額を

　　　　記入すること。

所要額調書

事業着手予定年月日 年　　月　　日

事業完了予定年月日 年　　月　　日

合　計

区分



 

 
第８号様式 

 
 
第９号様式～第１３号様式 （略） 

 
第８号様式 

 
 
第９号様式～第１３号様式 （略） 

第８号様式（第１０条関係）

補助事業者名

医療機関名

（単位：円）

寄附金 差 引 額 対 象 経 差引過

総事業費 その他の 費 の 実 基 準 額 選 定 額 補助基本額 補 助 金 交付決定額 補助金 不足額

収入額 （Ａ－Ｂ） 支 出 額 所 要 額 受入済額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

（注）１　区分欄には要綱別表の事業名を記入すること。

　　　２　Ｆ欄には、Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。（警戒区域等医療施設再開支援事業、浜通り医療

　　　　提供体制強化事業、浜通り看護職員確保支援事業を除く。）

　　　３　Ｇ欄には、Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。（警戒区域等医療施設再開支援事業は、要領様式

     第４号Ｉ欄の数字を記入すること）

　　　４　Ｈ欄には、Ｇ欄に記載された額に補助率を乗じて得た額を記入すること。

　　　　　ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。
　　　５　Ｋ欄には、J欄の金額から、Ｈ欄の金額とＩ欄の金額とを比較して少ない方の金額を差し引いた額を記入すること。

所要額精算書

事業着手年月日

事業完了年月日

年　　月　　日

年　　月　　日

合　計

区分

第８号様式（第１０条関係）

補助事業者名

医療機関名

（単位：円）

寄附金 差 引 額 対 象 経 差引過

総事業費 その他の 費 の 実 基 準 額 選 定 額 補助基本額 補 助 金 交付決定額 補助金 不足額

収入額 （Ａ－Ｂ） 支 出 額 所 要 額 受入済額

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

（注）１　区分欄には要綱別表の事業名を記入すること。

　　　２　Ｅ欄には、第９号様式　１　支出「基準額Ｂ」の「合計（①＋②）」額を記入すること。

　　　３　Ｆ欄には、第９号様式　１　支出「選定額Ｃ」の「合計（①＋②）」額を記入すること。

　　　４　Ｇ欄には、Ｃ欄の金額とＦ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入すること。（警戒区域等医療施設再開支援事業は、要領様式

     第４号Ｉ欄の数字を記入すること）

　　　５　Ｈ欄には、Ｇ欄に記載された額に補助率を乗じて得た額を記入すること。

　　　　　ただし、算出された額に千円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。

　　　６　補助対象経費を重複して他の補助金等を受給している場合は、Ｈ欄には、（注）５で算出した額から他の補助金額を差し引いた額を

　　　　記入すること。
　　　７　Ｋ欄には、Ｊ欄の金額から、Ｈ欄の金額とＩ欄の金額とを比較して少ない方の金額を差し引いた額を記入すること。

所要額精算書

事業着手年月日 年　　月　　日

事業完了年月日 年　　月　　日

合　計

区分


